
税理士が知っておきたい

～リスクの把握と的確なアドバイスのために～

若葉パートナーズ法律会計事務所

【体裁】A�判/212頁   【定価】2,970円(本体:2,700円＋税10％)

遺言書作成の
ポイント

弁護士 若松 亮 / 弁護士 林 紘司 共著

本書の特長

相続税の実務に携わる税理士が、税務の枠
を超えて遺言書作成の必要性を見極め、
顧客に対し適切な助言を行うための実務書！

遺言者の家族関係や財産状況等、
多様なケースに対応できるように
24の具体的な相談事例を収録！

実務でそのまま使える
「遺言の文例」を
各事例に掲載！

各事例に対応した
遺言文例を掲載。
実務でそのまま使える！
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税理士必携の書！
弁護士の視点をプラス！

相談事例別

遺言書作成時の思わぬ落とし穴を２４の相談事例から読み解く！

東京都港区南青山2 11 17 8560
https://www.daiichihoki.co.jp

Tel . 0120 203 694
Fax. 0120 302 640

〒107 　



■宛先
〒107 8560
東京都港区南青山2 11 17
第一法規株式会社
　  FAX.0120 302 640

書店印

この申込書は、ハガキに貼るか、

ください。

  

このままFAXで下記宛お送り

キ　リ　ト　リ　線

□公用
□私用

　　　　　 　―　　　　　　　 ―　 　　　　　ＴＥＬ

@E-mail

ご住所

様　 ㊞

〒　　　―　　　　

フリガナ

ご氏名

事務所名

＊弊社宛直接お申し込みいただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービスといたし
ます。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料550円（税込）にてお届けいたします。

＊消費税は申込日時の適用税率に依ります。

◎上記のとおり申し込みます。代金については、次に示す方法にて支払います。
　＊現在、弊社とお取引のないお客様につきましては、代金引換にてお支払いをお願い申し上げます。
　（いずれかを    で選択ください。）　　□代金引換により支払います。　　□現品到着後請求書により支払います。

年　　　　月　　　　日

お客様よりお預かりした個人情報は、納品や請求書等の発送・アフターサービス、弊社製品・サービスのご案内などの目的のために利用させていただきます。また、お客様の個人情報は、
弊社ホームページに掲載のプライバシーポリシーに基づき適切に取り扱います。なお、個人情報についての照会、修正・削除・利用停止を希望される場合、その他お問い合わせにつきまし
ては、お問合せフォーム かフリーダイヤルにてご連絡ください。　フリーダイヤル　　TEL.0120 203 696　　FAX.0120 202 974

お客様の個人情報の
取扱いについて

＊代金引換手数料について
　一回あたりのご購入金額
　（商品の税込価格+送料）の合計が

※送料・代引手数料を含む合計金額は、商品のお届け時に配送業者
に現金でお支払いください。その際、クレジットカードはご利用
いただけません。

1万円以下の場合、330円（税込）
3万円以下の場合、440円（税込）
10万円以下の場合、660円（税込）

(https://www.daiichihoki.co.jp/support/contact/contact.php)
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3 配偶者がいる場合   ／遺言者の状況から見る収録事例の一覧 ／ 
遺言者の意思から見る収録事例の一覧

第５章　具体的な相談事例と遺言の文例
1 遺言が必要となる典型的な場合
【事例１】子供がいない夫婦の場合 ／ 【事例２】特定の財産
（特に自宅）を相続させたい相続人がいる場合 ／
【事例３】相続人が行方不明の場合 ／ 【事例４】相続人間の
関係が複雑な場合 ／ 【事例５】法定相続人以外に財産を
遺贈したい場合 ／【事例６】法定相続人がおらず、財産を
遺贈したい相手がいる場合
2 配偶者がいない場合
【事例７】同性の内縁パートナーに身の回りの世話をして
もらうことを条件に、自宅マンションを死因贈与したい場合 ／
【事例８】子供ではなく孫に自宅等を遺贈したい場合 ／

【事例９】障がいがある子供の治療費・生活費のために
賃貸アパートの管理を第三者に任せたい場合 ／ 
【事例 10】未成年の子供に未成年後見人を選任する場合 ／
【事例11】非行を繰り返してきた子供には遺産を相続
させない場合 ／【事例12】亡くなった長男の妻
（遺言者と同居）に自宅不動産を遺贈し、将来は長男の子供
（遺言者の孫）にその自宅不動産を相続させたい場合 ／
【事例13】子供が一定の条件（日本への帰国等）を充たした
場合にのみ相続させたい場合 ／ 【事例 14】後継者となる
子供に会社の株や事業用資産、事業に必要な資金を相続
させたい場合 ／【事例15】複数の子供のうちの１人に賃貸
アパートを相続させ、関連する債務も相続させたい場合 ／
【事例16】複数の子供のうちの１人に自宅不動産を相続させ、
他の子供に対する代償金を支払わせたい場合 ／
【事例17】子供の１人に障がいがあるため、もう１人の
子供に相続を集中させた上で、障がいがある子供の面倒を
見させたい場合
3 配偶者がいる場合
【事例18】遺留分のある直系尊属がいる場合 ／
【事例19】金融資産を後妻に相続させた上で、遺留分対策
として自宅を前妻との間の子供に相続させ、配偶者居住権を
設定する場合 ／ 【事例 20】自宅と賃貸アパートについて、
自宅を配偶者（妻）、賃貸アパートを子供に相続させ、
家賃収入の一部を妻に給付させる場合 ／
【事例21】配偶者（夫）には財産を相続させたくなく、子供
に全部相続させたい場合 ／【事例22】配偶者が認知症で
あるため、子供の1人に多く相続させた上で、配偶者の
面倒を見させたい場合 ／ 【事例 23】配偶者とは別居中
であり、同居の愛人に財産を残したい場合 ／ 
【事例 24】後妻と後妻との間の息子について、前妻との間の
息子よりも多くの財産を相続させたい場合


